
平成29年度の４庁舎の職員配置 平成32年度の１庁舎体制の場合の職員配置（予測） 10年後～30年後の統合庁舎の職員数（予測）

市長・副市長 2 0 2 市長・副市長 2 0 2 市長・副市長 2 2 2

市長政策部 53 3 56 市長政策部 53 3 56 市長政策部 53 48 42

出納、各種事務局 6 2 8 市民協働部 50 3 53 市民協働部 47 44 40

行政センター 12 0 12 ブランド戦略部 48 10 58 ブランド戦略部 52 49 46

73 5 78 ふるさと整備部 64 0 64 ふるさと整備部 58 48 37

市民協働部 47 3 50 出納、各種事務局 16 3 19 出納、各種事務局 17 14 14

教育委員会教育部 33 10 43 教育委員会教育部 39 10 49 教育委員会教育部 45 42 39

行政センター 8 0 8 行政センター 12 0 12 行政センター 10 9 8

88 13 101 284 29 313 284 256 228

ブランド戦略部 40 10 50

各種事務局 2 1 3 平成32年度の２庁舎体制の場合の職員配置（予測）

行政センター 8 0 8

50 11 61

ふるさと整備部 53 0 53 市長・副市長 2 0 2

各種事務局 6 0 6 市長政策部 53 3 56

行政センター 13 0 13 市民協働部 50 3 53

72 0 72 出納、各種事務局 12 2 14

283 29 312 教育委員会教育部 39 10 49

行政センター 12 0 12

168 18 186

ブランド戦略部 48 10 58

ふるさと整備部 64 0 64

参考：平成29年度の４庁舎以外の職員配置 農業委員会事務局 4 1 5

行政センター 12 0 12

128 11 139

平行政センター 行政センター 8 296 29 325

8

上平行政センター 行政センター 8

8

利賀行政センター 行政センター 9

9

井口行政センター 行政センター 7

7

アスモ 市民協働部 10

10

地域包括ケアセンター 地域包括医療ケア部 45

45

市長政策部 4

市民協働部 1

ブランド戦略部 5

地域包括医療ケア部 473

教育委員会教育部 197

自治法派遣 13

693

780

庁舎統合に係る職員数の推移予測

合　　　　計

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　計

合　　　　計

各行政センターの職員数は、行政センターの方向性が定まらないと算定できないが、
最小限の窓口業務とすると仮定し、行政センター全体で30人の減とし、業務が煩雑と
見込まれる部署に振り分けした。なお、統合庁舎の行政センターには12人と仮定して
算入した。

城端庁舎

福光庁舎

井波庁舎

小　　　　計

小　　　　計

臨時
職員数

職員数

福光庁舎

小　　　　計

正
職員数

小　　　　計

城端、井波、福野の
いずれかの庁舎

小　　　　計

庁舎 部局名等

統合庁舎

合　　　　計

庁舎 部局名等

その他
（病院、保健センター、
小中学校、保育園、
図書館、美術館、
国・県・広域圏
派遣等）

小　　　　計

小　　　　計

小　　　　計

庁舎 部局名等

小　　　　計

正
職員数

臨時
職員数

庁舎 部局名等 職員数

福野庁舎

小　　　　計

小　　　　計

職員数
臨時
職員数

正
職員数

正
職員数

（職員数には臨時職員数を含む。）

合　　　　計

庁舎

統合庁舎

30年後
（H61）
職員数

部局名等
20年後
（H51）
職員数

10年後
（H41）
職員数
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